
証券コード　6150

平成29年８月14日

株 主 各 位

石川県能美市粟生町西 132番地

タ ケ ダ 機 械 株 式 会 社
代表取締役社長 竹 田 雄 一

　

第46期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第46期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の

勧誘に関する参考書類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ折り返しご返送くださいますようお願

い申し上げます。

敬 具

記
　

１. 日 時 平成29年８月29日 (火曜日) 午前10時
２. 場 所 石川県能美市粟生町西132番地

当社 本社３階会議室
３. 目的事項

報告事項 1. 第46期 (平成28年６月１日から平成29年５月31日まで)
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件　　

2. 第46期 (平成28年６月１日から平成29年５月31日まで)
計算書類報告の件

　 決議事項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 株式併合の件
　第３号議案 定款一部変更の件
　第４号議案 取締役６名選任の件
　第５号議案 監査役１名選任の件
　第６号議案 補欠監査役１名選任の件
　第７号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」(30頁
から38頁まで)に記載のとおりであります。

以 上

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆
◎お 願 い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。
◎お知らせ 事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネ

ット上の当社ホームページ(http://www.takeda-mc.co.jp/) に掲載いたしますのでご了承
ください。
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(提供書面)
第 46 期 事 業 報 告

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、国内の個人消費や輸出の一部に持ち直し

の兆しが見られ、製造業の生産活動は活発化しつつある一方、英国のＥＵ離脱、米

国新政権の不確実性、アジア新興国の経済減速が顕在化するなど、予断を許さない

状況の中、推移していきました。

このような状況の下、当社グループは「お客様視点のものづくり」を基本原点に、

新製品開発の促進、提案営業の展開、保守サービスの充実、付加価値の改善等に積

極的に取り組んでまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は5,167百万円(前年同期比6.1％増)、営業利

益は619百万円(前年同期比6.7％増)、経常利益は624百万円(前年同期比7.2％増)、

親会社株主に帰属する当期純利益は436百万円(前年同期比10.7％増)となりました。
　

当社グループにおける品目別売上高の概況は、次のとおりであります。
　

　「形鋼加工機」

東京オリンピック需要や首都圏を中心とした高層建築物・商業施設・倉庫の建

設、高速道路・公共施設といったインフラの老朽化対応が進むなど、売上高は

3,425百万円(前年同期比7.8％増)となりました。
　

　「丸鋸切断機」

新製品「自動角度切断機」の販売や製品に対する鋼材加工業者様のご要望を積

極的に取り入れた提案営業を展開してまいりましたが及ばず、売上高は619百万円

(前年同期比2.5％減)となりました。
　

　「金型」

前年度の需要における一服感が一部改善され、形鋼加工機に付属する金型も同

様に堅調に推移したことから、売上高は387百万円(前年同期比5.1％増)となりま

した。
　

　「その他(受託事業)」

子会社のタケダ精機株式会社の売上高は152百万円(前年同期比6.1％増)となっ

たものの、ファブレス企業(自動車生産設備機械メーカー)の成約が減少したこと

から、受託事業・その他の売上高は162百万円(前年同期比4.3％減)となりました。
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　「部品・サービス」

お客様に納入された当社製品の稼働率が上昇している中、「お客様満足度の向

上」を図るようサービス活動を展開した結果、部品・サービスの売上高は572百万

円(前年同期比9.7％増)となりました。

　なお、部品の売上高は492百万円(前年同期比9.5％増)、またサービスの売上高

は80百万円(前年同期比10.9％増)となりました。
　

　 品目別売上高の内訳は、次のとおりであります。
　

期 別 第45期
第46期

(当連結会計年度)

品 目
金 額
(千円)

構成比
(％)

金 額
(千円)

構成比
(％)

製

品

形 鋼 加 工 機 3,175,803 65.2 3,425,014 66.3

丸 鋸 切 断 機 635,359 13.0 619,521 12.0

金 型 368,686 7.6 387,609 7.5

そ の 他 169,695 3.5 162,420 3.1

小 計 4,349,546 89.3 4,594,565 88.9

部 品 449,584 9.2 492,074 9.5

サ ー ビ ス 72,685 1.5 80,601 1.6

合 計 4,871,815 100.0 5,167,241 100.0

(注) 当連結会計年度より、品目別名称を「丸鋸盤」から「丸鋸切断機」に変更しております。

　
(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は205百万円であります。主に部品を製造

する工場の増築、製造設備の老朽化対応等に設備投資を実施いたしました。
　
(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。
　
(4) 対処すべき課題

当社グループは、建築鉄骨業界・製缶業界・自動車関連業界を主力とする形鋼加

工機、丸鋸切断機の製造販売及び受託生産をコア事業と位置付け、「お客様視点のも

のづくり」を基本原点に、グローバルな競合他社に負けない競争力を強化すべく基

盤体制づくりを進めております。

　また、市場の拡大を図るため、マレーシア駐在所の設置から東南アジアを主体と

するグローバルステージ参画の実現と海外事業の成長により、企業価値を高め、安

定した収益を確保できる企業体質の構築を目指してまいります。
　

具体的には、以下に掲げる経営課題に取り組んでまいります。
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① 海外売上高の飛躍

インフラ整備関連・近代化プロジェクト需要をターゲットとする形鋼加工機の

販売活動を積極的に行い、各国における固有のニーズを取り込んだ製品を投入し、

海外売上高の飛躍に挑戦してまいります。
　

② 製品開発力の強化

製品・サービスのイノベーションを図るため、製品の利便性を向上させるソフ

トウェア開発にも積極的に取り組んでまいります。グローバルな環境に適応した

開発を実施し、年間２機種の新製品を市場投入できる体制を構築してまいります。
　

③ 付加価値の向上

生産リードタイムの短縮、製品・サービスの品質向上、ムダ取りの徹底を図り、

付加価値を生み出す高収益企業を目指してまいります。
　

④ 人材育成の強化

ＯＪＴ・ＯＦＦ－ＪＴによる自律した人材の育成に積極的に努め、各種資格取

得推進による従業員の成長と技術・技能レベルの向上、管理階層の若返りを図り、

当社グループ全体の総合技術力の強化に努めてまいります。
　

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第43期

平成26年5月期
第44期

平成27年5月期
第45期

平成28年5月期

第46期
(当連結会計年度)

平成29年5月期

売 上 高 ( 千 円 ) 3,700,238 4,694,453 4,871,815 5,167,241

経 常 利 益 ( 千 円 ) 338,558 559,599 582,335 624,080

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

( 千 円 ) 310,480 446,436 394,238 436,464

１株当たり当期純利益 (円･銭) 31.89 45.83 40.68 47.62

総 資 産 ( 千 円 ) 5,106,970 5,211,786 5,749,911 6,251,131

純 資 産 ( 千 円 ) 1,615,477 2,081,600 2,375,154 2,795,170

１株当たり純 資 産 額 (円･銭) 165.83 213.59 260.49 303.69

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資
産額は自己株式控除後の期末発行済株式総数に基づいてそれぞれ算出しております。

　
(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　① 親会社との関係

　 該当事項はありません。
　

　② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

タケダ精機株式会社 96百万円 100.0％ 製缶・板金、製品・装置組立

　 (注) 連結子会社はタケダ精機株式会社１社であります。なお、持分法適用会社はありません。
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(7) 主要な事業内容(平成29年５月31日現在)

　① 形鋼加工機、丸鋸切断機、金型、その他(受託事業)の製造及び販売
　

　② 上記に附帯する一切の業務

(8) 主要な営業所及び工場(平成29年５月31日現在)

　① 本社及び工場 石川県能美市粟生町西132番地
　

　② 営業所

営 業 所 所 在 地

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

北 関 東 営 業 所 群 馬 県 前 橋 市

東 京 営 業 所 神奈川県川崎市

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市

北 陸 営 業 所 石 川 県 能 美 市

大 阪 営 業 所 大 阪 府 箕 面 市

広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市

九 州 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

　
(9) 使用人の状況(平成29年５月31日現在)

　① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

173名 1名増

　 (注) 使用人数には、パート等の臨時従業員20名は含んでおりません。
　

　② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

134名 3名増 40.4歳 13.4年

　 (注) 使用人数には、パート等の臨時従業員18名は含んでおりません。

　
(10) 主要な借入先(平成29年５月31日現在)

借 入 先 借入額(千円)

株式会社 北 國 銀 行 516,660

株式会社 商 工 組 合 中 央 金 庫 236,970

　
　

2. 株式の状況(平成29年５月31日現在)
　

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,200,000株(うち自己株式 45,965株)

(3) 株主数 956名
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(4) 大株主

株 主 名 持株数 (千株 ) 持株比率 (％ )

竹 田 雄 一 960 9.46

タ ケ ダ 精 機 株 式 会 社 950 9.36

株式会社テーエスワイ 636 6.26

タケダ機械取引先持株会 523 5.16

伊 藤 石 典 472 4.65

株 式 会 社 北 國 銀 行 470 4.63

株 式 会 社 福 井 銀 行 300 2.95

竹 田 康 一 280 2.77

竹 田 咲 子 277 2.73

竹 田 貴 子 260 2.56

　 (注) 持株比率は自己株式(45,965株)を控除して計算しております。

　
　

3. 会社役員の状況
　

(1) 取締役及び監査役の状況(平成29年５月31日現在)
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 竹 田 雄 一 タケダ精機株式会社 代表取締役社長

常 務 取 締 役 吉 田 末 広 営業部長

取 締 役 相 談 役 竹 田 康 一 タケダ精機株式会社 取締役会長

取 締 役 相 談 役 伊 藤 勝 信 タケダ精機株式会社 取締役

取 締 役 鈴 木 修 平 管理部長

取 締 役 伊 藤 石 典 製造部長

取 締 役 金 田 栄 悟 公認会計士金田栄悟事務所代表、金田栄
悟税理士事務所代表

常 勤 監 査 役 岡 安 勉

監 査 役 北 野 英 夫

監 査 役 村 西 卓

　 (注) 1. 取締役 金田栄悟氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 北野英夫、村西卓の両氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役 金田栄悟、監査役 北野英夫の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
なお、平成29年８月29日開催予定の第46期定時株主総会の時をもって辞任により退任す
る監査役 北野英夫氏に代わり、監査役 村西卓氏を同取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。

4. 監査役 村西卓氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。

5. 平成29年６月１日付の役員の異動は、以下のとおりであります。

専務取締役営業本部長 　吉田 末広 （前 常務取締役営業部長）

取 締 役 生 産 本 部 長 　伊藤 石典 （前 取 締 役 製 造 部 長）
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(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

　平成28年８月25日開催の第45期定時株主総会終結の時をもって、取締役 岡安勉、

高田茂の両氏は任期満了により、監査役 池田千尋氏は辞任によりそれぞれ退任いた

しました。
　
(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人数(名) 支給額(千円)

取 締 役 9 153,198

(うち社外取締役) (1) (1,550)

監 査 役 4 9,354
(うち社外監査役) (2) (1,600)

合 計 13 162,552

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、平成３年８月28日開催の第20期定時株主総会において年間

216,000千円以内(ただし、使用人分給与は含まない。)と決議いただいております。
3. 監査役の報酬限度額は、平成３年８月28日開催の第20期定時株主総会において年間

24,000千円以内と決議いただいております。
4. 上記の支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額61,835千円が含ま

れております。なお、社外役員の支給額には、役員退職慰労引当金繰入額は含まれてお
りません。

5. 上記の支給額には、当事業年度に計上した役員賞与引当金繰入額22,800千円が含まれて
おります。

6. 上記の支給額には、平成28年８月25日開催の第45期定時株主総会終結の時をもって、任
期満了により退任した取締役２名、辞任により退任した監査役１名の報酬等が含まれて
おります。

　
(4) 社外役員に関する事項

　① 重要な兼職先と当社との関係

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 金田 栄悟
公認会計士金田栄悟事務所

代表

当社と公認会計士金田栄悟事
務所及び金田栄悟税理士事務
所との間に重要な取引その他
の関係はありません。金田栄悟税理士事務所

　

　② 当事業年度における主な活動状況

開催の取締役会(監査役会)

氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役

　金田 栄悟

平成28年８月25日に就任後、開催された取締役会13回のうち10回出席いた
しました。取締役会においては、必要に応じて、議案審議等に関して発言
を行っております。

監査役

　北野 英夫

当期開催された取締役会17回のうち11回出席し、監査役会14回のうち12回
出席いたしました。取締役会並びに監査役会においては、必要に応じて、
議案審議等に関して発言を行っております。

監査役

　村西 卓

当期開催された取締役会17回のうち12回出席し、監査役会14回のうち13回
出席いたしました。取締役会並びに監査役会においては、必要に応じて、
議案審議等に関して発言を行っております。
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　③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役 金田栄悟、監査役 北野英夫及び村西卓の３氏との間で、会社

法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額とし

ております。
　
　

4. 会計監査人の状況
　

(1) 名称 明治アーク監査法人
　
(2) 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,950千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

16,950千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できないため、当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれらの合計で記載しております。

　
(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

当社の監査役会は、会計監査人の報酬等について、前事業年度の監査実績の分

析・評価、監査計画と実績の対比を踏まえ、新事業年度の監査計画における監査時

間、配員計画及び報酬額の見積もりの相当性を検討し、同意しております。
　
(4) 非監査業務の内容

該当事項はありません。
　
(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社の監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当する場合は、会

計監査人の解任を決定し、会計監査人の監査品質・総合的な監査能力等に欠陥があ

る場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定する方針であり

ます。
　

(6) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
　
　

5. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るための体制
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① 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は、取締役会に内部統制委員会を設け、法令及び定款、社内規程の遵守に

適合する内部統制システムを構築しております。当該委員会の推進機関である内

部監査委員会は、計画的な内部監査活動と内部監査体制を確立し、内部統制シス

テムの整備・運用と業務におけるその有効性・効率性を確保しております。
　

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社の取締役の職務の執行に係る取締役会議事録等の情報(電磁的記録を含

む。)は、「文書管理規程」等に基づき、管理部が保存・管理を行っております。
　

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、「経営リスク管理規程」等に基づき、内部統制委員会が経営リスクに関

する基本方針を定め、その見直しや新たな経営リスクに対処しております。ほか

には、製造物責任法にはＰＬ対策委員会、自然災害等には緊急対策本部を設ける

など、体系的に的確かつ迅速な対応が行えるよう整備しております。
　

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、取締役の職務権限を定め、取締役会は、取締役の経営責任を明確にし、

変化する経営環境に対して迅速に対応ができる業務執行体制と社外取締役による

モニタリング体制によって、ガバナンスが実効的に機能する経営体制を構築して

おります。取締役会は、毎月の定時取締役会や必要に応じて臨時取締役会を開催

し、取締役の職務の執行状況や策定した経営目標に対して検証を行うなど、効率

的な経営の意思決定を行っております。
　

⑤ 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

(a) 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、子会社の経営管理事項を「関係会社管理規程」に定め、子会社の取締役

を兼務する当社の取締役(以下「当社の兼務取締役」という。)は、子会社の取締役

会等の重要会議に出席し、子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について、

当社の取締役会へ報告をしております。
　

(b) 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、子会社を経営リスク管理事項として③項の体制に定め、当社グループ

全体の経営リスク管理を行っております。当社の兼務取締役は、「関係会社管理規

程」に基づき、子会社の経営リスク管理を推進しております。
　

(c) 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

　当社は、子会社の取締役会が毎月の定時取締役会と必要に応じて臨時取締役会

を開催するよう推進し、当社の兼務取締役は、子会社の取締役等の職務の執行が

効率的に行われるよう監督しております。
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(d) 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

　当社の管理部担当取締役は、当社の①項の体制に準ずるよう子会社の行動規範

を整備し、当社の監査役及び監査室は、子会社の取締役と協議し、内部監査を実

施しております。

　子会社の代表取締役社長は、当該会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法

令及び定款、社内規程を遵守するよう徹底を図り、当社の兼務取締役は、これを

監督しております。
　

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　当社は、監査役が補助すべき使用人を求めた場合は、専門性のある必要な使用

人を配置し、当該使用人は、監査役の指揮命令に従うことを定めております。
　

⑦ 前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査役の当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、前号の使用人に対する人事事項には監査役会の事前同意を得ること、

また、監査役の必要な指揮命令権や当該使用人の職務の執行には不当な制限をし

ないことを定めております。

　当該使用人は、職務の執行にあたり、監査役と協議し、監査役は、当該使用人

が執行する職務に帯同し監督するなど、当該使用人に対する指示の実効性を高め

るよう努めております。
　

⑧ 次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

(a) 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

　当社は、取締役会等の重要会議に監査役の出席を要請し、監査役へ報告をして

おります。また、監査役が監査に必要な質疑、資料等を求めた場合は、迅速に対

処しております。

　内部通報は、管理部担当取締役が窓口となり、監査役へ報告をしております。
　

(b) 当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社

の監査役に報告をするための体制

　当社の兼務取締役は、子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について、当

社の監査役へ報告をしております。

　子会社からの内部通報は、⑧項(a)と同様の対処をしております。
　

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

　当社の管理部担当取締役は、「内部通報対応規程」に基づき、内部通報者が不利

な取扱いを受けないよう対応しております。
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⑩ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役の職務の執行に生ずる全ての監査費用を支払い、監査役は、職

務の執行の効率性・適正性に留意しております。
　

⑪ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社の監査役が実効的な監査体制を整備するよう要請した場合は、適切に対処

し、監査役は、取締役及び使用人との情報交換や内容を調査するなど、監査の実

効性を高めるよう努め、会計監査人との緊密な連携により、監査の充実を図って

おります。また、会計監査人とは、監査の独立性と適正性を監視するなど、監査

役の監査が実効的に行われるよう職務を執行しております。
　

(2) (1)項における運用状況の概要

① 企業統治の体制

　当社の企業統治体制は、監査役制度を採用し、社外取締役１名を含めた取締役

７名の取締役会、監査役３名の監査役会で構成しており、経営の合議機能・監視

機能・牽制機能を構築し、健全性・公平性・透明性を担保する体制としておりま

す。

　当社の内部統制システムは、取締役会に設置された内部統制委員会と取締役、

監査役、内部監査員の計21名で構成する内部監査委員会によって、内部統制シス

テムの整備・運用とその有効性、効率性を評価しております。
　

② 取締役会及び内部統制委員会の主な運用状況

　取締役会は、取締役の職務の執行状況、内部統制システムの運用状況、経営計

画の進捗状況、経営リスク等の審議をしております。

　内部統制委員会は、財務報告に係る全社的な内部統制システムは適切であると

判断しております。
　

③ 内部監査委員会の主な運用状況

　内部監査委員長は、当社及び子会社の内部監査を実施し、内部統制委員会、内

部監査委員会、監査役へ報告を行い、業務が適切であると確認しております。

　内部監査委員会は、業務の運用状況の改善案等を審議し、毎月のモニタリング

を実施するなど、内部統制システムを推進しております。
　

④ 監査役会の主な運用状況

　監査役会は、監査役監査基準に基づき、審議をしております。

　各監査役は、取締役会において発言を行い、常勤監査役は、その他の重要な経

営会議等にも出席し、発言、調査するなど、監査の充実を図っております。
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⑤ その他の主な運用状況

　毎月開催する安全衛生委員会では、５Ｓ活動の推進や職場の労働環境を改善す

るなど、より良い職場になるよう職場の活性化を図っております。

　製品の経営リスクは、品質保証課が主体となってリスクマネジメントを推進し、

各サービス課員がクレーム対応の窓口となってお客様の満足に努めております。

その内容は、担当取締役に報告されております。

6. 会社の支配に関する基本方針
　

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方

針については、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成29年５月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　受 取 手 形 及 び 売 掛 金

　製 品

　仕 掛 品

　原 材 料

　繰 延 税 金 資 産

　そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

　建 物 及 び 構 築 物

　機 械 装 置 及 び 運 搬 具

　土 地

　リ ー ス 資 産

　そ の 他

無 形 固 定 資 産

　リ ー ス 資 産

　そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

　投 資 有 価 証 券

　保 険 積 立 金

　そ の 他

　貸 倒 引 当 金

3,585,305

807,868

1,329,083

781,700

288,434

304,475

62,792

10,951

2,665,825

2,146,356

677,170

173,088

1,021,729

241,191

33,175

162,010

101,100

60,909

357,459

155,851

189,289

15,458

△3,140

流 動 負 債 2,145,258

　支 払 手 形 及 び 買 掛 金 502,841

　短 期 借 入 金 650,000

　１年内返済予定の長期借入金 429,821

　リ ー ス 債 務 67,953

　未 払 法 人 税 等 143,318

　賞 与 引 当 金 110,613

　役 員 賞 与 引 当 金 25,800

　製 品 保 証 引 当 金 3,501

　そ の 他 211,410

固 定 負 債 1,310,701

　長 期 借 入 金 869,530

　リ ー ス 債 務 249,629

　繰 延 税 金 負 債 26,653

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 152,820

　そ の 他 12,068

負 債 合 計 3,455,960

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 2,776,055

資 本 金 1,874,083

資 本 剰 余 金 44,103

利 益 剰 余 金 1,024,554

自 己 株 式 △166,685

その他の包括利益累計額 19,114

その他有価証券評価差額金 19,114

純 資 産 合 計 2,795,170

資 産 合 計 6,251,131 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,251,131
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

　売 上 高 5,167,241

　売 上 原 価 3,630,670

　 売 上 総 利 益 1,536,570

　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 917,535

　 営 業 利 益 619,035

　営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 245

　 受 取 配 当 金 2,786

　 仕 入 割 引 27,271

　 賃 貸 料 収 入 5,956

　 そ の 他 14,034 50,293

　営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 24,269

　 売 上 割 引 19,483

　 そ の 他 1,494 45,247

　 経 常 利 益 624,080

　特 別 利 益

　 固 定 資 産 売 却 益 1,499

　 保 険 解 約 返 戻 金 26,628 28,128

　特 別 損 失

　 固 定 資 産 除 却 損 0 0

　 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 652,209

　 法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 242,324

　 法 人 税 等 調 整 額 △26,578 215,745

　 当 期 純 利 益 436,464

　 親会社株主に帰属する当期純利益 436,464
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年６月１日残高 1,874,083 43,117 633,679 △181,125 2,369,755

連結会計年度中の変動額

　自 己 株 式 の 処 分 985 14,624 15,610

　剰 余 金 の 配 当 △45,590 △45,590

親会社株主に帰属する当期純利益 436,464 436,464

　自 己 株 式 の 取 得 △185 △185

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― 985 390,874 14,439 406,299

平成29年５月31日残高 1,874,083 44,103 1,024,554 △166,685 2,776,055

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括
利益累計額
合 計

平成28年６月１日残高 5,398 5,398 2,375,154

連結会計年度中の変動額

　自 己 株 式 の 処 分 15,610

　剰 余 金 の 配 当 △45,590

親会社株主に帰属する当期純利益 436,464

　自 己 株 式 の 取 得 △185

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
13,716 13,716 13,716

連結会計年度中の変動額合計 13,716 13,716 420,015

平成29年５月31日残高 19,114 19,114 2,795,170
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連 結 注 記 表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

　1. 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 タケダ精機株式会社

　2. 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　4. 会計方針に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ① その他有価証券

　 時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)によっております。
　 ② たな卸資産

製品・仕掛品・原材料
移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除
く。)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によって
おります。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ４年～10年

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)
ソフトウェア(販売機械組込み用)については、見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有

効期間に基づく均等償却額との、いずれか大きい金額を計上しております。
　なお、当初における見込販売有効期間は３年としております。また、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　 ③ リース資産
　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(3) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を

計上しております。
　 ③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
上しております。

　 ④ 製品保証引当金
販売済製品に係る一定期間内の無償サービスに要する費用の発生に備えるため、実績率を基に

した当社グループ所定の基準により計上しております。
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　 ⑤ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。
　(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。
　

【追加情報】

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月
28日)を当連結会計年度から適用しております。

【表示方法の変更】

(連結損益計算書)
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「助成金収入」5,805千円(当連結会計年度

941千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示して
おります。

【連結貸借対照表に関する注記】

　1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,136,058千円

　2. 担保に供している資産及びその対応債務
　長期借入金69,535千円及び１年内返済予定の長期借入金20,100千円の担保に供しているものは、
次のとおりであります。

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 100,092千円

3. 当座貸越契約
当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当 座 貸 越 極 度 額 2,650,000千円

借 入 実 行 残 高 650,000千円

差 引 額 2,000,000千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

　1． 発行済株式の種類及び総数に関する事項
(単位:株)

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 10,200,000 ― ― 10,200,000

　
　2． 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位:株)

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 1,081,933 800 86,768 995,965

(注) 1．普通株式の自己株式の増加800株は、単元未満株式の買取による増加であります。
2．普通株式の自己株式の減少86,768株は、連結子会社が所有する当社普通株式の処分によるも

のであります。
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　3． 配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成28年８月25日
定時株主総会

普通株式 50,774千円 5円00銭 平成28年５月31日 平成28年８月26日

(注) 配当金の総額には、連結子会社が保有する当社普通株式に対する配当金が含まれております。

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成29年８月29日
定時株主総会

普通株式 50,770千円 5円00銭 平成29年５月31日 平成29年８月30日

(注) 1．配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
2．配当金の総額には、連結子会社が保有する当社普通株式に対する配当金が含まれております。

【金融商品に関する注記】

　1． 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入に
よる方針であります。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、顧客与信管理規程に沿って
リスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、定期的に時価の把握を行ってお
ります。なお、借入金の使途は運転資金であり、リース債務は設備投資に必要な資金調達を目的と
しております。

　2． 金融商品の時価等に関する事項
平成29年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
(単位:千円)

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 807,868 807,868 ―

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,329,083 1,329,083 ―

(3) 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 155,851 155,851 ―

資 産 計 2,292,802 2,292,802 ―

(1) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 502,841 502,841 ―

(2) 短 期 借 入 金 650,000 650,000 ―

(3) 長 期 借 入 金
(1年内返済予定の長期借入金を含む)

1,299,351 1,300,530 1,179

(4) リ ー ス 債 務
(流動負債のリース債務を含む )

317,582 319,537 1,955

負 債 計 2,769,774 2,772,909 3,134

(注) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　 資 産
　 (1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　 (3) 投資有価証券
　 投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
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　 負 債
　 (1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

(3) 長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)、並びに(4)リース債務(流動負債のリース
債務を含む)

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

【１株当たり情報に関する注記】
　1. １株当たり純資産額 303円69銭

　2. １株当たり当期純利益 47円62銭

【重要な後発事象に関する注記】
　 該当事項はありません。

【その他の注記】
　1. 退職給付会計に関する注記
　(1) 採用している退職給付制度の概要
　 当社グループは、確定拠出年金制度を採用しております。
　(2) 退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金支払額 21,977千円

退 職 給 付 費 用 21,977千円

　2. 金額の表示単位について
記載金額は、千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成29年５月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　受 取 手 形

　売 掛 金

　製 品

　仕 掛 品

　原 材 料

　前 払 費 用

　繰 延 税 金 資 産

　そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

　建 物

　構 築 物

　機 械 装 置

　車 両 運 搬 具

　工 具 器 具 及 び 備 品

　土 地

　リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

　電 話 加 入 権

　ソ フ ト ウ ェ ア

　リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

　投 資 有 価 証 券

　関 係 会 社 株 式

　出 資 金

　従 業 員 貸 付 金

　長 期 前 払 費 用

　保 険 積 立 金

　そ の 他

3,300,374

652,121

771,351

537,078

765,721

285,686

231,444

6,660

48,763

1,544

2,208,894

1,562,217

502,232

17,812

102,133

9,045

30,286

787,945

112,762

161,550

3,328

57,222

101,000

485,126

150,851

159,906

180

1,002

194

165,254

7,737

流 動 負 債 1,864,694

　支 払 手 形 298,811

　買 掛 金 225,501

　短 期 借 入 金 600,000

　１年内返済予定の長期借入金 278,740

　リ ー ス 債 務 45,038

　未 払 金 106,189

　未 払 費 用 3,411

　未 払 法 人 税 等 121,734

　前 受 金 1,045

　預 り 金 10

　賞 与 引 当 金 89,581

　役 員 賞 与 引 当 金 22,800

製 品 保 証 引 当 金 3,501

　そ の 他 68,330

固 定 負 債 834,611

　長 期 借 入 金 507,122

　リ ー ス 債 務 155,825

　繰 延 税 金 負 債 14,576

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 149,875

　そ の 他 7,211

負 債 合 計 2,699,305

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 2,793,061

資 本 金 1,874,083

利 益 剰 余 金 925,540

　利 益 準 備 金 18,299

　そ の 他 利 益 剰 余 金 907,241

特 別 償 却 準 備 金 65,853

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 13,883

繰 越 利 益 剰 余 金 827,504

自 己 株 式 △6,562

評 価 ・ 換 算 差 額 等 16,901

その他有価証券評価差額金 16,901

純 資 産 合 計 2,809,962

資 産 合 計 5,509,268 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,509,268
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損 益 計 算 書

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

　売 上 高 5,025,626

　売 上 原 価 3,631,605

　 売 上 総 利 益 1,394,021

　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 859,557

　 営 業 利 益 534,463

　営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 135

　 受 取 配 当 金 8,865

　 仕 入 割 引 36,943

　 賃 貸 料 収 入 3,556

　 そ の 他 9,728 59,229

　営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 15,421

　 売 上 割 引 19,700

　 そ の 他 991 36,112

　 経 常 利 益 557,579

　特 別 利 益

　 保 険 解 約 返 戻 金 21,083 21,083

　特 別 損 失

　 固 定 資 産 除 却 損 0 0

　 税 引 前 当 期 純 利 益 578,662

　 法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 210,991

　 法 人 税 等 調 整 額 △21,773 189,218

　 当 期 純 利 益 389,444
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株主資本等変動計算書

（平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計特別償却準備金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

平成 28年６月１日残高 1,874,083 13,221 82,276 18,959 472,412 586,870

事 業 年 度 中 の 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 △50,774 △50,774

　当 期 純 利 益 389,444 389,444

　利 益 準 備 金 の 積 立 5,077 △5,077 ―

　特別償却準備金の取崩 △16,422 16,422 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 △5,076 5,076 ―

　自 己 株 式 の 取 得

　株 主 資 本 以 外 の 項 目

　の 事 業 年 度 中 の 変 動

　額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 ― 5,077 △16,422 △5,076 355,091 338,670

平成 29年５月 31日残高 1,874,083 18,299 65,853 13,883 827,504 925,540
　

株 主 資 本 評 価 ･ 換 算 差 額 等
純 資 産

合 計自 己 株 式
株 主 資 本

合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価･換算
差額等合計

平成 28年６月１日残高 △6,377 2,454,576 3,684 3,684 2,458,260

事 業 年 度 中 の 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 △50,774 △50,774

　当 期 純 利 益 389,444 389,444

　利 益 準 備 金 の 積 立 ― ―

　特別償却準備金の取崩 ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

　自 己 株 式 の 取 得 △185 △185 △185

　株 主 資 本 以 外 の 項 目

　の 事 業 年 度 中 の 変 動

　額 ( 純 額 )

13,216 13,216 13,216

事業年度中の変動額合計 △185 338,485 13,216 13,216 351,701

平成 29年５月 31日残高 △6,562 2,793,061 16,901 16,901 2,809,962
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法
　(1) 子会社株式
　 移動平均法による原価法によっております。
　(2) その他有価証券
　 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)によっております。

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 製品・仕掛品・原材料

　移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。
　3. 固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除
く。)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によってお
ります。

　 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　 建物 ３年～50年
　 構築物 15年～50年
　 機械装置 ４年～10年
　 車両運搬具 ４年～６年
　 工具器具及び備品 ３年～15年
　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　ソフトウェア(販売機械組込み用)については、見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効
期間に基づく均等償却額との、いずれか大きい金額を計上しております。
　なお、当初における見込販売有効期間は３年としております。また、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　(3) リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法によっております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　4. 引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上し
ております。

　(3) 役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して
おります。

　(4) 製品保証引当金
　販売済製品に係る一定期間内の無償サービスに要する費用の発生に備えるため、実績率を基にし
た当社所定の基準により計上しております。

　(5) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給額を計
上しております。

　5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。
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【追加情報】
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日)を当事業年度から適用しております。

【表示方法の変更】

(損益計算書)
前事業年度において、独立掲記しておりました「助成金収入」5,505千円(当事業年度641千円)

は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

【貸借対照表に関する注記】

　1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,544,508千円

　2. 担保に供している資産及びその対応債務
長期借入金60,640千円及び１年内返済予定の長期借入金16,320千円の担保に供しているものは、

次のとおりであります。

機 械 装 置 84,896千円

3. 当座貸越契約
当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当 座 貸 越 極 度 額 2,200,000千円

借 入 実 行 残 高 600,000千円

差 引 額 1,600,000千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 務 101,473千円

【損益計算書に関する注記】

　 関係会社との取引高

(1) 営 業 取 引 に よ る 取 引 高

売 上 高 10,573千円

仕 入 高 740,309千円

(2) 営業取引以外の取引による取引高 21,213千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　 自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位:株)

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 45,165 800 ― 45,965

(注) 普通株式の自己株式の増加800株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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【税効果会計に関する注記】

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

た な 卸 資 産 評 価 損 2,464千円

　投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,935千円

　ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 3,425千円

　製 品 保 証 引 当 金 1,073千円

　減 価 償 却 費 3,288千円

　賞 与 引 当 金 27,474千円

　役 員 賞 与 引 当 金 6,992千円

　未 払 事 業 税 6,295千円

　減 損 損 失 40,961千円

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,790千円

　そ の 他 12,791千円

　 繰 延 税 金 資 産 小 計 153,495千円

　 評 価 性 引 当 額 △77,831千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 75,663千円

繰延税金負債

　特 別 償 却 準 備 金 △28,896千円

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △6,091千円

　その他有価証券評価差額金 △6,488千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △41,476千円

繰延税金資産の純額 34,187千円

【関連当事者との取引に関する注記】

　１．役員及び個人主要株主等

種類

会社等

の名称

又は

氏 名

資本金

又は

出資金

(千円)

事業の

内 容

又は

職 業

議決権等

の所有

(被所有)

割 合

(％)

関連

当事者

との

関係

取引の

内 容

取 引

金 額

(千円)

科 目

期 末

残 高

(千円)

役員、個人

主要株主及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社

株 式 会 社

大 伴
10,000

機械工具

販売

被所有

直接

0.59

仕入先

工作機械部

品の仕入

(※)

29,296

買 掛 金 710

未 払 金 1,093

(注) 1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
3. 取引条件及び取引条件の決定方針等

※ 当該会社からの仕入価格については、市場価格を勘案してその都度交渉の上決定しており
ます。

4. 株式会社大伴は、当社の取締役相談役 竹田康一氏の近親者が議決権の過半数を所有しており
ます。
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　２. 子会社及び関連会社等

種類

会社等

の名称

資本金

又は

出資金

(千円)

事業の

内 容

又は

職 業

議決権等

の所有

(被所有)

割 合

(％)

関連

当事者

との

関係

取引の

内 容

取 引

金 額

(千円)

科 目

期 末

残 高

(千円)

子 会 社
タケダ精機

株 式 会 社
96,000

製缶･板金、

製品･装置

組立

所有

直接

100.00

仕入先

工作機械部

品の仕入等

(※１)

740,309

支払手形 48,857

買 掛 金 52,601

未 払 金 14

仕入割引

(※２)
14,165 ― ―

(注) 1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
3. 取引条件及び取引条件の決定方針等

※1 取引価格については、市場価格を勘案してその都度交渉の上決定しております。
※2 仕入割引については、割引率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】
　1. １株当たり純資産額 276円73銭

　2. １株当たり当期純利益 38円35銭

【重要な後発事象に関する注記】
　 該当事項はありません。

【その他の注記】
　 記載金額は、千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年７月14日

タケダ機械株式会社
　 取締役会 御中

明治アーク監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二 口 嘉 保 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 米 倉 礼 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タケダ機械株式会社の平成28年６月１日か
ら平成29年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、タケダ機械株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

― 27 ―



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年７月14日

タケダ機械株式会社
取締役会 御中

明治アーク監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二 口 嘉 保 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 米 倉 礼 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、タケダ機械株式会社の平成28年６月
１日から平成29年５月31日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

　

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年６月１日から平成29年５月31日までの第46期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10
月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書
類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討
いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年７月24日

タケダ機械株式会社 監査役会
　常 勤 監 査 役 岡 安 勉 ㊞
　社 外 監 査 役 北 野 英 夫 ㊞
　社 外 監 査 役 村 西 卓 ㊞

以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

1. 議決権の代理行使の勧誘者 タケダ機械株式会社

代表取締役社長 竹 田 雄 一

　
2. 議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けており、当社グル

ープの経営体質の強化と将来の事業展開に向けて、必要な内部留保を確保しつつ、

配当性向、業績動向を総合的に勘案した、安定的配当を継続していくことを基本方

針としております。

　剰余金の処分につきましては、これらの配当政策に基づき、当期の期末配当を以

下のとおりといたしたいと存じます。
　
(1) 配当財産の種類

　 金銭
　

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき ５円 総額 50,770,175円
　
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成29年８月30日
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　第２号議案　株式併合の件

(1) 変更の理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、国内上場

会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、株式会社東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、

単元株式数については、当社株式の売買単位である単元株式数を1,000株から

100株に変更を行うとともに、全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準

（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式の併合を行うものであ

ります。
　

(2) 株式併合の内容

① 併合する株式の種類及び割合

　当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、本株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合は、会社法第235

条の定めに従い、当社が一括して処分し、その代金を端数が生じた株主の皆様

に対し、端数割合に応じて交付いたします。

② 株式併合の効力発生日

　平成29年12月１日

③ 効力発生日における発行可能株式総数

　発行可能株式総数は、株式併合による発行可能株式総数の減少に伴い、株式

併合後における将来の発行可能株式総数の適正化を図るため、現在の発行可能

株式総数30,000,000株を4,080,000株に変更いたします。

④ その他

　本議案「株式併合の件」は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり

承認可決されることを条件といたします。

　また、その他手続き上の必要事項につきましては、取締役会にご一任願いた

いと存じます。
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　第３号議案　定款一部変更の件

(1) 変更の理由

① 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、国内上場

会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、株式会社東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、

単元株式数については、当社株式の売買単位である単元株式数を1,000株から

100株に変更を行うものであり、発行可能株式総数については、株式併合による

発行可能株式総数の減少に伴い、株式併合後における将来の発行可能株式総数

の適正化を図るため、効力発生日の平成29年12月１日をもって、現在の発行可

能株式総数30,000,000株を4,080,000株に変更することを目的に、現行定款第６

条(発行可能株式総数)と現行定款第８条(単元株式数)を変更するものでありま

す。

　また、本変更につきましては、同年12月１日をもって効力が生じる旨の附則

を設け、同日をもって当該附則を削除するものであります。

　なお、本議案「定款一部変更の件」は、第２号議案「株式併合の件」が原案

どおり承認可決されることを条件といたします。

② 現状に即した記載にするため、現行定款第２条(目的)を変更するものであり

ます。
　

(2) 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。
　

　 (下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案
第１章 総則

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。

(１) 鍛圧機械、工作機械、及び器具

の製造、加工修理並びに販売

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

(２) 上記に附帯する一切の業務

第１章 総則

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。

(１) 鍛圧機械、工作機械、器具の製

造及び販売

(２) 前号(１)に関連する部品、付属

品の製造及び販売並びに仕入販

売

(３) 前号(１)(２)の修理、保守、検

査

(４) 前号(１)の据付

(５) 金型の仕入販売

(６) 機械(部品加工、組立)の受託生

産

(７) 古物売買業

(８) 上記に附帯する一切の業務
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　 (下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案
第２章 株式

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

30,000,000株とする。

（単元株式数）

第８条 当会社の単元株式数は、1,000株

とする。

第２章 株式

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

4,080,000株とする。

（単元株式数）

第８条 当会社の単元株式数は、100株と

する。

（新設） 附則

（定款一部変更の効力発生日）

第６条及び第８条の変更は、平成29年12

月１日をもって効力が発生するものとす

る。

なお、本附則は、当該変更の効力発生を

もって削除する。
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　第４号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員(７名)は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

６名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

　 竹　田　雄　一
たけ だ ゆう いち

　

(昭和50年４月19日生)

平成18年８月 当社入社

960,300株

平成20年６月 営業部（工機チーム）課長

平成21年６月 営業部部長

平成21年12月 経営企画室長

平成22年８月 専務取締役経営企画室長（営業部管掌）

平成25年６月 代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

タケダ精機㈱ 代表取締役社長

　 吉　田　末　広
よし だ すえ ひろ

(昭和32年10月13日生)

平成２年12月 ㈱タケダテクニカル（現当社）入社

8,000株

平成15年６月 営業部課長（広島営業所長）

平成21年６月 営業部部長（大阪営業所長）

平成21年12月 営業部西日本担当部長

平成22年８月 取締役営業部長（技術サービス部管掌）

平成26年６月 常務取締役営業部長

平成29年６月 専務取締役営業本部長（現任）

　 竹　田　康　一
たけ だ こう いち

　

(昭和16年10月14日生)

昭和46年６月 当社取締役

280,900株

平成２年８月 代表取締役専務

平成８年11月 代表取締役社長

平成13年６月 代表取締役会長

平成25年６月 取締役相談役（現任）

（重要な兼職の状況）

タケダ精機㈱ 取締役会長

　 鈴　木
すず き

　修
しゅう

　平
へい

　

(昭和37年12月27日生)

昭和60年４月 ㈱北國銀行入行

― 株

平成26年４月 同行監査部長

平成28年４月 同行退職

平成28年４月 当社入社（管理部付）

平成28年８月 取締役管理部長（現任）
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氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

　 伊　藤　石　典
い とう いし のり

(昭和48年９月５日生)

平成24年３月 コマツ産機㈱退職

472,000株

平成24年４月 タケダ精機㈱入社

平成26年10月 同社取締役工場長

平成28年８月 同社退職

平成28年８月 当社入社取締役製造部長

平成29年６月 取締役生産本部長（現任）

　 金　田　栄　悟
かね だ えい ご

　

(昭和39年９月22日生)

昭和63年４月 監査法人朝日新和会計社（現有限責任あず

さ監査法人）入所

― 株

平成15年９月 同法人社員

平成23年８月 同法人退職

平成23年９月 公認会計士金田栄悟事務所代表（現任）

金田栄悟税理士事務所代表（現任）

平成28年８月 当社入社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

公認会計士金田栄悟事務所代表

金田栄悟税理士事務所代表

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 金田栄悟氏は社外取締役候補者であり、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を

満たしております。
3. 金田栄悟氏を社外取締役候補者とした理由は、以下のとおりであります。

同氏は、公認会計士、税理士事務所の経営経験と公認会計士としての豊富な監査経験、税
理士としての専門的知見を有し、これらを当社の経営の監督、経営の効率化に活かしていた
だけるものと判断しております。
　現在、同氏が経営しております公認会計士金田栄悟事務所及び金田栄悟税理士事務所は、
当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
　同氏が過去に所属しておりました有限責任あずさ監査法人(平成23年8月退職)は、第31期
(平成14年5月期)まで当社と取引がありましたが、これを除き、当社との人的関係、資本的
関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

4. 社外取締役候補者の金田栄悟氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数
は、本総会終結の時をもって１年であります。

5. 当社は金田栄悟氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠
償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定
する額としております。なお、同氏が再任された場合は、当該契約を継続する予定でありま
す。
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　第５号議案　監査役１名選任の件

　監査役の北野英夫氏は、本総会終結の時をもって辞任により退任いたしますので、

補欠として監査役１名の選任をお願いするものであります。その任期は、当社定款

第29条の規定により、同氏の任期が満了する平成31年８月開催予定の第48期定時株

主総会終結の時までとなります。

　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。
　

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

　※阿慈知　幸　雄
あ じ ち ゆき お

(昭和27年３月３日生)

昭和45年４月 ㈱北國銀行入行

― 株

平成17年７月 同行退職

平成17年８月 北国総合リース㈱入社

平成25年６月 同社執行役員

平成27年６月 同社退職

(注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. ※印の候補者は新任監査役候補者であります。
3. 阿慈知幸雄氏は社外監査役候補者であります。
4. 阿慈知幸雄氏を社外監査役候補者とした理由は、以下のとおりであります。

同氏は、長年における金融業の豊富な経営経験と専門的知見を有しており、これらを当社
の経営の監督、経営の効率化に活かしていただけるものと判断しております。
　同氏が過去に所属しておりました株式会社北國銀行(平成17年７月退職)は、当社と主要な
取引があり、当社普通株式470,000株(議決権の所有割合5.1％)を保有しております。同氏は
同行退職から12年を経過していることから、社外監査役としての独立性に影響はないと判断
しております。これらを除き、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関
係はありません。
　また、同氏が過去に所属しておりました北国総合リース株式会社(平成27年６月退職)は、
当社と取引があり、当社普通株式20,000株を保有(議決権の所有割合0.2％)しております。
取引額については当社の事業年度における売上高の0.2％以下であることから、社外監査役
としての独立性に影響はないと判断しております。これらを除き、当社との人的関係、資本
的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

5. 阿慈知幸雄氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。な
お、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。
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　第６号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任

をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当社株式の数

中　島
なか しま

　 隆
たかし

(昭和24年11月25日生)
昭和51年８月 伊藤会計事務所入所（現任） ― 株

(注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 中島隆氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

3. 中島隆氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、以下のとおりであります。
　 同氏は、過去に会社経営に関与されたことはありませんが、財務及び会計に関する長年の

業務経験と専門的知見を相当程度有しており、これらを当社の監査体制に活かしていただけ
るものと判断しております。
　現在、同氏が所属しております伊藤会計事務所は、当社と取引がありますが、取引額につ
いては当社の事業年度における売上高の0.1％以下であることから、補欠の社外監査役とし
ての独立性に影響はないと判断しております。これを除き、当社との人的関係、資本的関係
又は取引関係その他の利害関係はありません。

4. 中島隆氏が社外監査役に就任した場合は、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。な
お、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。
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　第７号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって退任いたします取締役の伊藤勝信氏に対し、その在任中

の功労に報いるため、退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。その金額は

77,190,000円であります。

　その贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任いただきたいと存じます。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

　

氏 名 略歴

　 伊　藤　勝　信
い とう かつ のぶ

昭和50年３月 当社入社取締役

平成２年６月 専務取締役

平成４年８月 代表取締役専務

平成13年６月 代表取締役社長

平成25年６月 代表取締役会長

平成26年６月 取締役会長

平成28年６月 取締役相談役（現任）

　

以 上

― 38 ―



〈メ モ 欄〉
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小松空港

こまつ

至福井

小松I.C.

国道８号線（金沢西バイパス）

北陸自動車道
のみねあがり

ＪＲ北陸本線

能美市寺井野球場

粟
生
東
口
バ
ス
停

至金沢

手
取
川

手取
フィッシュランド

タ
ケ
ダ
精
機
㈱

タケダ機械㈱
本社

　
株主総会会場ご案内図

●場所 石川県能美市粟生町西132番地

当社 本社３階会議室

TEL 0761－58－8211(代表)

●交通 小松空港 タクシー20分

JR北陸本線小松駅下車 タクシー15分

バス (北陸鉄道) 粟生東口バス停下車 徒歩10分

　

　
　


